
 

 

 

第３０回 日本・ＥＵ議員会議 

結果概要  

 

第 30 回日本・ＥＵ議員会議は、日本国会代表団 36 名と欧州議会代表団６名が参加

し、2009 年（平成 21 年）４月７日（火）、衆議院第 17 委員室において開催された。 

日欧間による事前の合意に基づき、日本及びＥＵにおける政治情勢（第１セッショ

ン）、日本及びＥＵにおける経済・金融情勢（第１セッション）、グローバルな問題及

び日欧協力（第２セッション）の三つの議題が設定され、会議は、各議題について日

欧双方から基調発言を聴取した後、参加者全員が自由討議を行う形式で進められた。 

 

第１セッションは、４月７日（火）午前９時から約２時間半開かれ、会議の冒頭、

４月６日（月）にイタリアで発生した大規模な地震による被災者に対して、会議参加

者全員で黙祷を捧げた。その後、①日本及びアジア地域の政治情勢、②ＥＵ及び欧州

地域の政治情勢、③現下の経済・金融情勢に対する国際行動の評価並びに日本とＥＵ

における金融危機への対応に関する比較分析が討議された。なお、議長は、中山太郎

日本国会代表団団長が務めた。 

①及び②については、アジアにおける最大の懸念事項は北朝鮮の核問題であり、４

月５日（日）の北朝鮮による長距離弾道ミサイルの発射は、国連安保理決議に違反す

る国際社会に対する重大な挑発行為である、日本は現在様々な問題はあるものの、韓

国・中国・ロシアと良好な関係にある、議会内における政治的安定性の確保は重要で

ある、リスボン条約発効後には、欧州委員会委員長の指名方法など既存のニース条約

との整合性をいかにして図るかという問題が生ずる、欧州統合の進展においては、１）

統合の深化、２）明確な対外政策の樹立、３）近隣諸国優遇政策の共通化という三つ

の観点が重要であるなどの意見が述べられた。 

そのほか、欧州側から、ねじれ国会における衆参両院間の調整の在り方について問

題提起されたことを受け、日本側から、政界再編の可能性を指摘する発言がある一方、

調整の在り方は現在模索中であるが、案件ごとに合意形成することが望ましいとの発

言もあった。 

また、日本側から、アジアにおける地域統合に向けた取組の推進のため、欧州統合

の経験を踏まえたアドバイスをいただきたいとの発言があったのを受け、欧州側から、

地域統合に必要な四条件として、１）和解、２）協力、３）主権の放棄、４）共通の

価値観が必要であるとの意見が述べられた。 

③については、保護主義の台頭に対して国際社会が連帯して対応する必要がある、

Ｇ20 の成果は、新制度ではなく、世界銀行、ＩＭＦなど既存の体制を再強化すること

で合意した点にある、日本では金融危機への取組として日銀による流動性の供給等を

行っている、産業界全体で需要に合わせたダウンサイジングを行う必要がある、日本



の雇用問題は現在極めて深刻な状況である、ＥＵでは労働のフレキシビリティーと社

会的セーフティーネットの構築を合わせた「フレキシキュリティー」の考え方を推進

しようとしている、経済・金融危機におけるグローバルな不均衡問題への対策を日本

でも検討願いたいなどの意見が述べられた。 

 

なお、同日午後、欧州議会代表団は衆議院本会議を傍聴し、河野議長から紹介を受

けた。 

 

第２セッションは、同日午後２時 30 分から約２時間半開かれ、①気候変動及びエ

ネルギー政策、②エネルギー及び供給ラインの確保に向けた取り組み（海賊対策を含

む）、③開発協力、ミレニアム開発目標及び南北安全保障問題が討議された。議長は、

ゲオルク・ヤルツェンボウスキー欧州議会代表団団長が務めた。 

①については、「ポスト京都議定書」の枠組みを検討するに当たっては、すべての

国が参加すること、過去の努力を踏まえた公平なものであること、実現可能であるこ

とという三つの観点が重要である、日本においても、景気後退による京都議定書の目

標達成という現象面に一喜一憂するのではなく、温室効果ガス削減努力を着実に進め

なければならない、北極海の海底資源の無制限な搾取を防ぐため、北極海に関する国

際条約締結に向けた交渉を行うべきである、ＣＯ２の発生を抑えるため、石炭の効率

的な燃焼技術の研究開発を進めることが重要であるなどの意見が述べられた。 

②については、エネルギーの大半を輸入に頼る我が国を始めとするアジア諸国にと

って海の供給ラインの安全確保は重要である、日欧間で必要な情報を積極的に交換し、

協力して海賊対策に当たるべきであるなどの意見が述べられた。 

③については、日欧双方からミレニアム開発目標達成に向けた取組が紹介されると

ともに、ＥＵの開発協力政策の効率を一層高めるためには、日本など他のプレーヤー

との調整が必要である、ＯＤＡの財源を確保するため、予算の中で開発援助の枠をあ

らかじめ設けることを検討すべきである、開発援助と被援助国のガバナンスの問題を

切り離してはならない、共通の利益と価値観を有する日本とＥＵは、アフリカの開発

協力でも更に協力することができるなどの意見が述べられた。また、現下の金融危機

により、開発援助・プロジェクトがとんざしないようにすることが重要であるとの認

識で一致した。 

そのほか、日本側から、排出権取引制度を基にした証券化商品の危険性にかんがみ、

炭素税を導入すべきであるとの意見が示されたのに対し、欧州側から、導入により得

られた利益の使途を気候変動対策に絞ることができること、販売可能というメリット

があることから、排出権取引制度の方が望ましいとの意見が述べられた。 

また、会計基準の在り方をめぐって、日本側から、各国の事情に合わせて決めるべ

きであるとの意見が示されたのに対して、欧州側から、国境を越えた事業展開が容易



 

 

 

になること等の観点から、国際的に統一された会計基準の導入が必要であるとの意見

が述べられた。 

 

第２セッション終了後、日欧両団長による合同記者会見が行われた。 

 

また、これに先立ち、４月６日（月）正午から、日欧両代表団が参加してワーキン

グランチが開催された。右ワーキングランチにおいては、河野龍太郎ＢＮＰパリバ証

券会社東京支店経済調査本部長・チーフエコノミストから、「現下の国際金融情勢と今

後の展望～日本・ＥＵ間を中心にグローバルな視点から～」をテーマに講演いただい

た後、活発な質疑応答が行われた。同日午後には、欧州議会代表団は江田五月参議院

議長、河野洋平衆議院議長を表敬訪問するとともに、麻生太郎内閣総理大臣及び金子

一義国土交通大臣を訪問し、双方の関心事項について懇談を行った。さらに、８日（水）

には、自民党議員及び民主党議員との懇談を行った。 

欧州議会代表団は、４月８日（水）から 10 日（金）にかけて、長崎県、佐賀県及

び福岡県を訪問した。 

 

 


